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1. 研究背景と研究目的 

日本では，諸外国に類を見ない速度で高齢化が進んでお

り，医療や介護のニーズが増加している．このような状況

をうけて，効率的な医療・介護サービスの提供が求められ

るなか，厚生労働省は，一地域の関係機関が連携してサー

ビスを一体的に提供する体制（以下，地域包括ケアシステ

ム）の構築を推進している． 

地域包括ケアシステムの目的の 1 つには，市民のニーズ

を満たし，生活の質を向上させることがある．これを達成

するための施策として，アドバンス・ケア・プランニング

（Advance Care Planning，以下，ACP）の実施が挙げら

れる．ACP は，年代問わず実施する必要があるが，日本

では，急速な高齢化と長寿社会の影響から，特に高齢者を

対象とした ACPの実施が求められている．しかし，ACP

の認知率は十分ではなく，推進にむけての課題や，実施す

べき取り組みも不明瞭である，という問題がある． 

本研究では，東京都郊外に位置するA地域を事例とし，

ACP の実施における関係者に対して調査を行うことで，

各々が抱える ACPの課題を明らかにする．そして，明ら

かになった課題への対応策から，地域において ACPを推

進するための施策を提案することを目的とする． 

2. 従来研究と研究方法 

2.1. 地域包括ケアシステムに関する従来研究 

川越[1]は，地域包括ケアシステム構築のポイントや，構

築における課題について考察を行った．その際，先駆的事

例である「尾道方式」での成功要因である，ケアマネジメ

ントに着目し，それについて分析を行っている． 

ケアマネジメントとは，居宅介護支援専門員が中心とな

り，当該高齢者の状況・ニーズの把握，ニーズに合致した

援助方針・目標の策定，生じる課題に対応した介護サービ

スの組み合わせ等の立案を行うプロセスである．つまり，

ケアマネジメントは，介護サービスに重点を置いているも

のの，ACPに非常に関連深いものになっている． 

また，FURUKAWA[2]は，先駆的事例の調査のもと，地

域包括ケアシステムを効果的に構築するために行うべき

取り組みと，その道筋を明示したロードマップを策定した．

FURUKAWA は，地域包括ケアシステム構築のためのイ

ンプット情報として市民のニーズを挙げており，さらに，

構築のための具体的な施策として ACP に言及している． 

両者の研究より，ACP は地域包括ケアシステムにおい

て重要と位置づけられていることがわかる．しかし，ACP

の具体的な導入推進方法には，触れられていない． 

2.2. ACPに関する従来研究 

 谷本[3]は，日本における ACPの現状と課題を検討する

ために，39 の論文を調査し，ACPに関するレビューを行

った．レビューからは，基礎的記述研究や終末期医療の希

望・事前指示について調査を行った研究が多いこと，また，

その対象が一つの職種や機関，市民であり，多職種を対象

としたものは 1 割程度に留まっていることがわかった． 

 ACP の実施には，多様な関係者が存在している．その

ため，それら関係者を考慮した上での課題や推進策を検討

する必要があるが，そのような研究は進んでいない． 

2.3. 研究方法 

 本研究では，市民，医療従事者，介護従事者等の多職種

を対象に調査を行う．これにより，多角的な視点から ACP

の課題を明確にし，推進策を提案する． 

 まず，本研究における ACPの定義や実施内容を明確に

する．つぎに，定義のもと，各関係者に対して調査を実施

し，ACP の課題の洗い出しを行う．さらに，その課題を

分類し，その特徴を体系的に整理する．さいごに，課題へ

の対応策をもとに，ACP の実施推進において行うべきこ

とを明らかにし，施策の提案を行う． 

3. ACPの定義と実施フローの検討 

3.1. ACPの定義の検討 

厚生労働省では，ACP に人生会議という愛称をつけ，

「もしものときのために，あなたが望む医療やケアについ

て前もって考え，家族等や医療・ケアチームと繰り返し話

し合い，共有する取組」[4]と説明し，普及推進に努めてい

る．しかし，ACP は，学会や機関によって異なる定義が

定められており，共通の定義は存在していない． 

そこで，日本の各学会や，海外での定義を参考にしたう

えで，日本の現状と地域包括ケアシステムの目的から，そ

の定義を検討した．日本の現状は，高齢化が刻一刻と進行

しており，ACP の実施が急務であるとともに，話し合い

の結果をもとに，実際の治療やケアを行う段階にある．ま

た，地域包括ケアシステムの目的としては，1）高齢者の

QOLの向上，2）医療費用の適正化の 2 つが挙げられる．

1）は ACP の実施，2）は ACP の結果から希望に沿った

治療・ケアを選定して行うことで貢献できる． 

上記の点から，日本では，話し合いが行われるだけでは

なく，話し合いの結果が，その後の治療・ケアの実行につ

ながることが重要であるとわかった．以上より，本研究に

おける ACPの定義を，「本人，家族，医療従事者らが，人

生の最終段階における治療やケアについての意思決定と



 

 

その実現のために，本人の価値観や嗜好を明確にした上で

繰り返し話し合うプロセス」とする．以降は，この定義を

前提として，調査，分析を行った． 

3.2. ACPの実施フローの検討 

3.1 節の定義をもとに，ACP の実施フローを検討した．

この際，イギリスが推進している The Gold Standard 

Framework[5]，厚生労働省のガイドライン[6]等を参考に

各実施項目を検討した．図 1に，検討した ACPの実施フ

ローを示す． 

 

図 1．ACPの実施フロー 

 図 1 より，フローは，話し合うべき疾患の有無によって

大別され，治療・ケアの実行までが含まれている．これに

より，本研究の定義に基づいた ACPの実施内容や，その

流れが明確となった．ただし，図 1 は，理想的な状態での

フローを検討したものであり，意思確認が既にできない等，

上記のフローに沿わない場合も考えられる． 

4. ACPに関する課題の抽出と整理 

4.1. A地域におけるアンケート調査の実施 

本研究で事例としている A 地域では，地域包括ケアシ

ステムに関する地域課題と，構築の進捗状況の把握のため

に，隔年で調査を実施している．この調査では，医療施設，

介護施設などの 12 種別 650機関を対象に，患者の入院先

や，他機関との連携方法等について調査している． 

本研究では，2020 年の調査における ACP に関する設

問の回答を分析し，現状把握を行った．その結果，A地域

では，実施率が 25%程度と不十分であること，また組織的

な取り組みが行われていないことが課題として明らかに

なった．ただし，この調査は ACPだけに着目したもので

はなく，大まかな課題しか得られていない．そこで，より

詳細な調査の実施を行うこととした．  

4.2. 市民が抱える課題の抽出 

まずは，将来の治療・ケアについて考える立場にある，

市民に対して調査を行った．調査概要を以下に示す． 

【インタビュー調査】 

調査対象者：60~70 代の高齢者 6 名 

調査方法：対面での半構造式インタビュー 

調査内容：ACPの認知・印象/希望の治療・ケア/ 

ACPに関連した経験等 

【アンケート調査】 

調査対象者：A地域の住民 46名（20 代～80 代） 

調査方法：Web 調査 

調査内容：ACPの認知・印象・困難性/実際に行った場合， 

話し合いがスムーズにできたか等 

インタビュー調査では，ACP により身近な立場にある

と考えられる高齢者を対象として，半構造式インタビュー

を行うことで，詳細に調査を行った．その後，サンプル数

を増やすため，インタビュー調査結果をもとに，幅広い年

代に対してアンケート調査を実施した． 

これらの調査からは，「医療・介護従事者を含めた話し

合いが行われていない」，「話し合いのきっかけがない」，

「家族間での意見の違いが円滑な話し合いを阻害してい

る」等が課題として抽出された．以上より，市民の立場か

らみた ACPの課題を洗い出すことができた． 

4.3. サービス提供者が抱える課題の抽出 

4.3.1. サービス提供者に対するアンケート・インタビュ

ー調査 

つぎに，医療・介護従事者，行政職員等の患者・家族ら

に対してサービスを提供する立場にある，A地域のサービ

ス提供者を対象として，インタビュー，アンケート調査を

行った．以下に調査概要を示す． 

調査対象職種：ケアマネジャー 4 名（インタビュー） 

訪問看護師 3 名（インタビュー） 

訪問リハビリ師 3 名（アンケート） 

調査内容：ACPの実施概要/ACPに影響を与える事象/ 

ACPにおける課題や問題点 

対象職種は，患者・家族に対して積極的に関わり，他職

種のまとめ役になることが多い，ケアマネジャーと訪問看

護師，そして患者・家族と近い距離で接する訪問リハビリ

師の 3 職種である．調査は職種ごとに実施したことで，自

身の職種の問題だけではなく，他職種との連携における問

題も含めた回答を得ることができた． 

4.3.2. 補完のための調査 

 4.3.1 項において，対象としていない職種についても課

題を抽出するため，調査を実施した．この調査では，医療・

介護職や行政職といった複数の職種が集まる検討会の参

加者，回復期病院の医師，ACP 事例集，従来研究を調査

対象とし，課題を洗い出した． 

 これより，A地域以外の課題についても追加することが

できた．さらに，3 職種以外が抱える課題についても加え

ることができた． 

4.4. 課題の分類と対応策の検討 

4.1 節から 4.3 節で行った調査より，計 67 個の課題を

洗い出すことができた．これらの課題を体系的に整理する

ために，親和図法による課題の分類を行った．親和図法を

行っていくための方針として，まずは，3.2 節で示したフ

ローの実施項目を観点として分類した．これにより，実施

項目ごとに課題を整理でき，どの実施項目が，どの課題に

よって阻害されているか検討することができる． 

 しかし，実施項目による分類方法では，地域的な課題や

具体的な疾患
がない場合の
ACP

具体的な疾患
がある場合の
ACP

自身の気持ちを整理する

家族や身近な人とともに
整理した内容についての話し合いを行う

決定した内容を記録する

医療従事者とともに
患者の希望についての話し合いを実施する

話し合った内容について共有する

治療・ケアの実行

家族や身近な人も含め意思を決定する

治療・ケアの内容や方針も含め，
患者の意思を決定して合意する

自身の気持ち
に変化あり

病状に変化
あり



 

 

ACP に関する知識の普及不足など，実施項目に対応づか

ない課題が存在した．また，課題への対応策を検討すると，

異なった項目間に分類される課題であっても，同じ対策が

有効である場合があった．上記の点より，実施項目の観点

を用いた分類は，個々の ACPレベルでの課題対応や阻害

原因を探索するためには有用であるが，ACP の推進にお

いて何を行う必要があるかを検討する上では，別の切り口

で課題を分類すべきであることがわかった． 

そこで，つぎに課題への対応策という観点を用い，類似

した対応策をまとめることで，課題の分類を行った．その

結果，課題は「サービス提供者への普及活動の不足」，「話

し合いの実施における障壁」などの 13 個に分類され，そ

の対応策は「サービス提供者への普及推進」，「地域市民へ

の普及推進」などの 6 つに分類された． 

これにより，ACPの課題を体系的に把握するとともに，

その対応策との関係も明確になった．さらに，ACP にお

ける課題は上記の 6 つの対応策を行うことで解決可能と

考えられたことから，ACPの推進のためには上記事項（以

下，実施事項）を行う必要があることがわかった． 

5. ACPの推進にむけた施策の検討 

5.1. 実施事項の特徴と順序の検討 

4.4 節より，分類された 6 つの実施事項について，個々

の対応策の内容をもとに，その詳細について検討した． 

表 1．実施事項とその詳細 

 

 表 1 に示したように，実施事項 1～4 は，地域が主導し

て行っていくことが可能であるが，5 については，市や県，

国等のより上位の機関へ働きかけることが必要である．ま

た，6 は地域が主導して行えず，2 を通じて間接的に実施

を促す必要がある．これにより，6 に分類される課題は直

接的に対処できないため，解決までに時間がかかる困難な

課題であることがわかった． 

 以上より，実施事項の詳細が明確になったが，実施事項

間の関係性は明らかでない．そこで，サービス提供者と地

域市民の立場ごとに，行動変容ステージモデル[7]の段階

と対応付け，実施の順序関係を検討した．サービス提供者

についての結果を，表 2 に例示する． 

表 2．行動変容ステージモデルとの対応（サービス提供者） 

 
 同様に，地域市民も対応付けを行った．2 つの対応付け

結果をもとに，整理した順序を図 2 に示す． 

 

図 2．実施事項の順序 

 図 2 に示すように，サービス提供者には，1，3，4，地

域市民には 2，6 の順で進める．また，各実施事項でも対

処が難しく，公的制度の利用が必要なものを洗い出し，5 

で対処する形になっている．以上より，実施事項の詳細と，

その順序を明らかにすることができた． 

5.2. 実施事項と機能に関する二元表の作成 

5.1 節より，実施事項の詳細と順序が明らかとなった．

しかし，実施事項を取り組んでいくためには，実施事項を

さらに詳細化し，それを誰が行うのかを明確にする必要が

ある．そこで，実施事項の詳細化と行うべき機関や人物の

具体化，そして，その対応関係についての検討を行った． 

実施事項については，抽出された各課題を解消するため

に行うべきこと，公的なガイドラインで示されたことを考

慮することで詳細化を行った．さらに，実施事項を取り組

むためには，主導組織の選定と体制編成が必要であるため，

これを追加した．また，行うべき機関と人物については，

地域によって立場に違いがあるため，「機能」と表記して

まとめることとした．機能は，各実施事項が誰から誰へ行

われるべきものなのか整理することで，明らかにしている．

以上の検討をもとに，実施事項と機能を対応付けた．その

結果を表 3 に示す． 

表 3．実施事項と機能の二元表（一部） 

 

 表 3 では，行に実施事項，列に機能が並んでいる．また，

各事項を取り組む機能には●，取り組みの対象となる機能

には〇が付けられている．以上より，誰が何を行うべきか

を明らかにすることができた． 

5.3. 施策の導出 

表 3 より，実施事項を詳細化することができたが，詳細

化した事項と具体的な施策を結び付けることで，より何を

行うべきかが明確になると考えられる．そこで，図 2 よ

り，まず行うべきである「1．サービス提供者への普及推

実施事項 対応の詳細

1.サービス提供者への

普及推進

医療従事者や介護従事者，自治体や地域包括センターの職員など，ACPの普及・推進に関

わり，サービスを提供する人に対して，意思決定支援等のACPに関する知識を普及・推進

することによって対応する．

2.地域市民への普及推進
二次医療圏単位を基本とし，その地域に住む市民に対してACPの普及し，実施を推進する

ことによって対応する

3.各機関での

体制構築の推進

サービス提供者側において他機関との連携や患者の希望が可能な体制を構築することで対

応する．医療機関であれば，入院・退院の体制や在宅医療体制が挙げられる

4.医療・ケアチームの

形成と連携の推進

患者・家族を支援する医療・ケアチームをサービス提供者らによって形成し，連携を図る

ことによって対応する．サービス提供者側の意見を決定する際にも，チームで情報を共

有・判断することで悩みを解消することができる．

5.支援する制度の充実化
公的な制度の利用や拡充が対応策となる．地域の現状や問題点から，働きかけを行うこと

も必要である

6.患者・家族による

ACPの実施

「2.地域市民への普及・推進」の取り組みが進め，さらに実施につなげることが対応策に

なっている．事前に患者・家族のACPが実施されてからでないと現場では対応できないた

め，対応に時間がかかる課題である

行動変容ステージモデル サービス提供者　側

無関心期 ACPに関する認知や知識がない

関心期 内容や必要性を認知しているが，実際に何か取り組みは行っていない

準備期
各機関内でACPを実施するための体制の構築や

取り組みが実施されている

実行期 連携体制のための取り組みが地域的に実施している

維持期
取り組みが定着し，広域化している

実施体制に関するPDCAのサイクルが正常に回っている

1．サービス提供者への
普及・推進

2．地域市民への
普及・推進

3．各機関での
体制構築の推進

4．医療・ケアチーム
の形成と連携の推進

6．患者・家族ら
によるACPの実施

５．支援する制度
の充実化

実施事項

● ● ●

●

ACPの認知向上 ● ●/〇 ●/〇 〇 〇

ACPの普及のために

自身が行うべきことの把握
● ●/〇 ●/〇 〇 〇

終末期における

医療・ケアに関する知識の普及
● ●/〇 ●/〇 〇 〇

地域内でのACPの共通認識の形成 ● ●/〇 ●/〇 〇 〇

顔の見える関係性づくり ● ●/〇 ●/〇 〇 〇

ACPへの参画意識の形成 ● ●/〇 ●/〇 〇 〇

● ●/〇 ●/〇 〇 〇

ACPの認知向上 ● ● ● ● 〇 〇 〇

正しく十分なACPの知識の普及 ● ● ● ● 〇 〇 〇

医療・ケアに対する

間違った思い込みの把握と解消
● ● ● ● 〇 〇 〇

話し合うきっかけの提供 ● ● ● ● 〇 〇 〇

自身で考えてみるきっかけの提供 ● ● ● ● 〇 〇 〇

2.地域市民への

普及推進

実施の

きっかけ作

り

ACPに積極的な人材の育成

知識の付与

1.サービス提供者

への普及推進

知識の付与

連携関係の

構築

地

域

住

民

A

C

P

の

中

心

と

な

る

人

物

家

族

等

の

親

し

い

立

場

に

あ

る

人

物

詳細化事項

実施事項取り組み

に向けた準備

主導組織の選定

実施組織の編成

機能
サービス提供者

機関 個人

A

C

P

の

体

制

構

築

を

主

導

す

る

機

関

地

域

の

体

制

構

築

に

携

わ

る

機

関

A

C

P

の

実

施

に

関

わ

る

機

関

A

C

P

で

積

極

的

役

割

を

担

う

個

人

A

C

P

に

お

け

る

要

請

へ

の

対

応

を

担

う

個

人



 

 

進」，「2．地域市民への普及推進」について，個別的な各

地域の取り組みから必要な施策を整理した．表 4 に，「1．

サービス提供者への普及推進」について整理した結果を例

示する． 

表 4．詳細化事項と施策の対応（実施事項 1） 

 
 表 4 より，各詳細化事項と施策の関係が明らかになっ

た．これらを参考にすることで，実際に施策を取り組んで

いくことが可能になる． 

6. 検証 

4.4 節で導出した対応策について，A地域医師会で地域

包括ケアシステム構築を主導的に推進する医師 1 名に確

認してもらい，対応策が現実的に実施できるものになって

いるかどうか，妥当性の検証を行った．その結果，29 個

の対応策のうち，3 個の対策は指摘を受けて修正したが，

その他については問題がないことを確認できた．また，修

正した対応策についても，6 つの実施事項に分類可能であ

り，実施事項も問題ないことが確認できた． 

上記より，対応策の妥当性は確認できたが，課題の分類

の妥当性は検証できていない．また，本研究では，主に A

地域を対象として課題の抽出を行っており，地域に依存し

た結果になっている可能性がある．そこで，A地域と同じ

く，地域包括ケアシステム構築と ACPの実施の推進に取

り組んでいる B 地域を訪問し，推進活動の主導者 1 名に

対して調査を行い，課題の分類と実施事項の妥当性，およ

び汎用性の検証を行った． 

 その結果，個別的に挙げられた ACPの課題，B地域の

取り組みをすべて当てはめることができた．また，「課題

の分類，実施事項について過不足はない」という意見を得

た．ただし，B地域においては，実施事項を取り組んでい

く上での課題も存在しており，今後は，実施事項の取り組

みにおける課題の解消を進めていく必要があると考えら

れた． 

7. 考察 

ACP の実施や普及推進には，市民，および多様なサー

ビス提供者が関係しており，効果的に推進していくために

は，それらの関係者が協働して取り組んでいくことが重要

である．従来は，市民や一機関，一職種を対象とした研究

が多いことから，ACP に関する課題を調査していても，

ある職種に着目したものとなっており，全体としてどのよ

うな課題があるのか不明瞭であった．しかし，地域的に協

働して ACPを実施していくためには，各々の関係者が抱

える課題を考慮することが必要である． 

本研究では，市民，サービス提供者といった複数の関係

者に調査を行い，多角的に ACPの課題を洗い出した．さ

らに，体系的に整理したことで，地域における ACP実施

に関する課題を明らかにすることができた． 

これらの課題を共有することにより，各関係者間でのス

ムーズな連携がなされるとともに，地域的な ACPの実施

推進に貢献できると考えられる．さらに，整理された課題

に基づき，今後の ACPの研究が活発に行われることが期

待できる． 

さらに，5.2 節では，課題をもとに取り組むべき実施事

項を明らかにし，機能との関係性を示した．たとえ，課題

を明示したとしても，その解消のための行動につなげるこ

とは容易ではない．表 3 を用いることで，考えるべき対象

が明確になり，推進までの流れを具体的に考えやすくなっ

た．これにより，単なる課題の対応だけではなく，実施推

進にまで寄与できたと考えられる． 

また，本研究で着目した ACPは，地域包括ケアシステ

ムの構築において，重要な取り組みとして位置づけること

ができる．効果的な地域包括ケアシステムの体制構築の推

進を目的とした FURUKAWA の研究では，構築までの道

筋が示され，ACPが施策として有用であると提言された．

しかし，その他の研究と同様に，具体的な施策の推進方法

まで示されていない． 

本研究では，明らかになった課題をもとに ACP実施推

進のための実施事項を明らかにし，さらに実施事項に対応

する施策の提言を行った．これにより，実務レベルでの

ACP の実施が推進可能となった．さらに，一施策として

の ACPが具体化されたことで，地域包括ケアシステムの

構築推進にも貢献できる．ただし，実施事項と施策の有効

性の検証や，その際に生じる課題等の把握については行え

ていないため，今後，実施していく必要がある． 

8. 結論と今後の課題 

本研究では，ACP 実施における複数の関係者に調査を

行い，その課題を明らかにした．また，課題への対応策を

もとに，地域における ACPの実施推進の方向性と，具体

的な施策の提案を行った． 

今後の課題としては，施策を実行し，その効果を確認す

ることや，5.2 節で具体化した内容について妥当性を確か

めることが挙げられる． 
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詳細化事項

知識の付与 〇 〇

連携関係の構築 〇

ACPに積極的な人材の育成 〇 〇

施策内容

普及のための媒体の

作成・配布

講義，セミナー等

の開講

議論が交わされる

グループワーク等の実施


